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開催にあたって

　平成27年、AMEDは厚生労働省所管事業として「臨床研究等ICT基盤構築研究事業」を開
始、「医療ビッグデータ等の標準化等に関する研究」、「診療等データベース構築及び利活用
に関する研究」および「医療ビッグデータ解析と人工知能による医療知能情報システム開発」
の三つをテーマとしてICT研究をスタートさせました。その後、同事業は「臨床研究ICT基盤
構築・人工知能実装研究事業」として研究の幅を広げ、既存テーマに加え「画像データベース
構築及び人工知能実装に関する研究」や「Medical Artsの創成に関する研究」等のテーマをあ
らたに追加、これまでに延べ35課題の研究開発を進めてまいりました。平成28年には総務省
所管事業として「パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業」を開始、PHRの具
体的なユースケースに即した研究やPHR基盤的技術に関する研究として延べ8課題を採択、
研究を進めております。また平成29年度から経済産業省所管事業「IoT等活用行動変容研究
事業」において「モノのインターネット：ＩｏＴ（Internet of Things）」技術を活用した行動
変容等に関する基礎から実装までの研究を12課題採択し、IoTによる健康増進を目標に研究
活動を推進しております。
　これら3事業での研究課題は、取り組むべき問題点や個々の目標はそれぞれ異なるものの、
いずれもICT技術を活用し医療環境の改善や健康増進を図るものであることから、AMED
ではICT関連事業として一括管理して研究開発を支援してまいりました。今年度は事業の
開始から3年目となる節目を迎え多くの課題が終了となることから、これらの研究成果を広
く皆様にお伝えする報告会を開催することとなりました。医療情報基盤から人工知能、スマ
ホ健康アプリまで研究テーマは多岐にわたりますが、どうか皆様には積極的にご参加いただ
きたくお願い申し上げます。
　なお今回は報告会に加え、医療ICTを取り巻く新たな環境の変化について皆様にご紹介す
るため、「医療情報の二次利用を目指して」と題して、有識者の方々をお招きしてのシンポジ
ウムを企画いたしました。また、午後には同じくシンポジウム会場にて「PHRやIoTの実装を
目指して」とした講演会およびパネルディスカッションを開催、実用化に向けた課題につい
て広く議論したいと考えております。

酒巻 哲夫

 AMED ICT 関連事業
プログラムスーパーバイザー
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AMED ICT関連事業　プログラムスーパーバイザー、プログラムオフィサーのご紹介 

酒巻 哲夫
AMED ICT 関連事業　プログラムスーパーバイザー

1947 年、栃木県に生まれる。1972 年に群馬大学医学部を卒業し、循環器領域の臨床と研究に従事。1981 年、
米国ミズリー大学に留学。1998 年に群馬大学医学部附属病院医療情報部の教授となる。2005 年日本遠隔医
療学会設立に主要メンバーとしてかかわる。2007 年より 10 年間厚生労働省科学研究費補助金を継続して受
け、遠隔医療に関する調査と提言を行った。2013 年教授を定年退官後、高崎市医師会看護専門学校の副校長
として勤務し、現在に至る。なお 2015 年より、AMED プログラムスーパーバイザーを兼務する。

プロフィール

高林 克日己
AMED ICT 関連事業　プログラムオフィサー

三和病院顧問　千葉大学名誉教授
1975 年千葉大学医学部卒。同第二内科に入局後、膠原病の臨床を専門とし、また内科専門医として活動。電
子カルテの開発普及に携わり、1990 年ミュンヘン医療情報学研究所に留学。2004 年企画情報部教授となる。
副病院長として５代の千葉大学病院長の補佐を務め、高齢社会医療政策研究部をたちあげた。2015 年退官後
三和病院において在宅医、病棟医の傍ら、AMED　ICT のプログラムオフィサー、日本内科学会認定医制度
審議会顧問、リウマチ財団医療情報委員長などを務める。

プロフィール

田辺 里美
AMED ICT 関連事業　プログラムオフィサー

株式会社トリエス取締役　独立行政法人情報処理推進機構研究員
1998 年朝日アーサーアンダーセン（株）（現 PwC コンサルティング合同会社）ガバメント＆ヘルスケア担
当として情報化関連のコンサルティングに従事。
2009 年（株）トリエス設立、2011 年より（独）情報処理推進機構研究員（情報化企画（情報基盤構築、セキュ
リティ設計等）、事業管理関連）、2018 年 7 月より AMED プログラムオフィサー。

プロフィール
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”噛む”を測ることによるヘルスプロモーションシステムの
開発に関する研究

小野 高裕
新潟大学大学院　医歯学総合研究科　包括歯科補綴学分野　教授

成果報告会 - IoT等活用行動変容研究事業

昭和58年　　広島大学歯学部卒業
昭和62年　　大阪大学大学院歯学研究科修了（歯学博士）
平成10年　　大阪大学歯学部助教授　		
平成26年　　新潟大学大学院医歯学総合研究科包括歯科補綴学分野　教授
平成29年　　新潟大学評議員、医歯学系副学系長、副歯学部長
現在、東京医科歯科大学、大阪大学、北海道大学、九州大学の各歯学部の非常勤講師

専門領域：歯科補綴学，高齢者歯科学

プロフィール

　近年，食生活の変化による咀嚼回数の減少が全身の健康に影響する可能性が指摘されているが，
食行動を実効的にモニタするツールがないためにエビデンスが不足している．そこで我々は咀嚼
行動をセンシング出来る，耳掛け式の小型咀嚼回数計測デバイス（bitescan，シャープ株式会社）を
開発した．本研究の目的は，スマートセンサーとIoTを組み合わせたシステムにより咀嚼行動の基
本データを収集するとともに咀嚼行動変容の可能性を検討することである．
　まず，bitescanで記録された咀嚼の回数は，実際の咀嚼回数の101.1％と十分な測定精度である
ことが示された．次に，99名の成人を対象とした調査した結果，一日あたりの咀嚼回数は平均
2431±1203回，摂取量を規定した場合（おにぎり１個，100g）の咀嚼回数は215±85.2回であった．
また，咀嚼回数は体重やBMIと弱い相関が認められ，肥満と関連していることが示唆された．さら
に，メタボリックシンドローム予備群はおにぎりの咀嚼回数が有意に少なく，普段の食事時間が短
く早食いの傾向が認められた．
　bitescanシステムは昨年12月から法人向けに市販を開始した．現在，我々は咀嚼行動変容アルゴ
リズムを組み込んだ本システムが，食生活行動変容を促すか否かを検証するためのRCTを行って
いる．

講　演　概　要
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IoTを用いた運動行動変容のためのプログラム開発：
フレイルの観点から

熊谷 秋三
九州大学 キャンパスライフ・健康支援センター 教授

成果報告会 - IoT等活用行動変容研究事業

昭和54年3月筑波大学院・体育学研究科健康教育専攻修士課程修了
平成15年4月九州大学健康科学センター教授
平成24年4月九州大学健康科学センター長
平成30年4月九州大学キャンパスライフ・健康支援センター教授・副センター長

専門領域：健康・運動の疫学

プロフィール

本研究開発課題では、身体的フレイル（以下、フレイル）に関するコホート研究（糸島フレイル疫学
研究）に参加した65－75歳の高齢者を対象に、同一コホート内において4群（各群45~50名程度）への
無作為割付を実施し、従来の対面型運動プログラムとIoTを用いた遠隔運動プログラムの効果を比
較検討した。また、三軸加速度センサー内蔵活動量計で評価された身体活動・座位行動(PA・SB)
データをもとに、これらに関するフィードバックシート・システムを創出し、カウンセリングを含
めた指導を行った。遠隔運動プログラムの開発では、WEBカメラおよびタブレット等を用い、対
面指導の強みを残した新しい運動指導の形態を確立し、試行介入での遠隔運動指導プログラムの
効果確認および介入研究プロトコールを作成した。また、フレイルのスクリーニングおよびモニ
タリングのためのフレイル簡易チェックリストを作成し、IoT化の準備を行った。まず、約1,000
名のコホートを作成した。それをうけて、約190名のプレフレイル保有者を対象とした3ヶ月間の
IoTを用いた遠隔運動指導およびタブレットを用いたPA・SBの行動変容のための介入指導を行
い、その効果を対面指導と比較検証した。今後は、フレイルや認知機能低下予防や要介護認定率の
適正化へと結びつけるため、自治体との協働による広汎な対象者の健康改善にアプローチできる
ビジネスモデルを構築していく。
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健康寿命延伸を目的とした加速度センサー利用の効果検証と
AIを用いた要介護・認知症発症予測モデルの開発研究

島田 裕之
国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 
予防老年学研究部　部長

成果報告会 - IoT等活用行動変容研究事業

平成15年北里大学大学院博士課程を修了（リハビリテーション医学）。東京都老人総合研究
所研究員、Prince of Wales Medical Research Institute（Sydney, Australia）客員研究員、日
本学術振興会特別研究員、東京都健康長寿医療センター研究所を経て、現在は国立長寿医療
研究センターに所属。

専門領域：リハビリテーション医学、老年学

プロフィール

１．セルフモニタリングの効果検証
本研究では、身体活動のセルフモニタリングによる健康効果をランダム化比較試験にて検証する。
介入群は、日常生活で活動量計を腰に装着し、身体活動のセルフモニタリングを継続する。定期的
に読み取り機器の設置場所に行き、フェリカリーダーにてデータ集積を行うとともに、集計結果を
その場でフィードバックする。対照群は、健康教育用の冊子を受け取り、その後特別な介入は受け
ないこととする。主要アウトカムは新規要介護認定の発生、二次的アウトカムは認知症発症、運動
機能、認知機能、アンケートによる身体活動量等とする。現在、高齢者機能健診の参加者3,017名に
対するランダム割り付けが完了し、アウトカムの追跡調査を継続している。

２．発症予測アルゴリズムの開発
本研究では、集積した加速度センサーによる行動パターンとベースライン時の医学、社会、心理学
的データとを組み合わせ、AIを用いて要介護認定の発生や認知症の発症を感度、特異度ともに
90%以上の確率で予測するアルゴリズム構築を目指す。調査データを訓練データと検証データに
分割し、訓練データをニューラルネットワークへ投入し、出力結果を目的変数と比較、その誤差を
もとにパラメータを調整してモデルの精度を上げるfeedforward neural networks（FNN）を用い
た解析を実施する。現時点で、AIを用いた要介護発生リスクの予測精度は93%に達しており、さ
らなる精度向上に向け検証作業を継続している。

講　演　概　要
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IoTを基軸とした民・官・学連携による実効性の高い
生活習慣病予防・改善モデルの開発 

田原 康玄
京都大学大学院　医学研究科附属ゲノム医学センター・准教授

成果報告会 - IoT等活用行動変容研究事業

平成14年　愛媛大学大学院医学系研究科早期修了（医学博士）
平成14年　愛媛大学医学部助手
平成16年　愛媛大学大学院医学系研究科講師
平成24年　京都大学大学院医学研究科ゲノム医学センター准教授

専門領域：循環器疫学・老年医学

プロフィール

生活習慣病のリスク回避や予防介入において、IoTデバイスを用いた健康情報のセルフモニタリ
ングが大きく貢献することが期待される。生活習慣病のうち、高血圧は日本人において最も頻度
が高く、その主たる原因は食塩の過剰摂取である。しかし、食塩摂取量は実測し難く、日々の摂取
量を自己評価できないことが我が国において減塩が進まない理由の一つとなっている。近年、食
塩摂取量の代替指標である尿中のナトリウムとカリウムの比（ナトカリ比）を簡便に計測できるデ
バイスが開発された。ナトカリ比は直近の食事に鋭敏に反応することから、長期的にしか改善効
果を観察し難い血圧や体重などに比し、セルフモニタリングによって減塩が惹起され、ひいては降
圧効果も期待されることが想定された。そこで本事業では、滋賀県長浜市民１万人を対象とする

「ながはまコホート」をフィールドに、240例を対象として通常介入（血圧・体重・歩数の自己測定）
に対する強化介入（通常介入＋ナトカリ比の自己測定）の有効性を検討することを目的とした。な
がはまコホートに蓄積されている臨床情報等との関連解析から、介入効果に影響する因子も併せ
て検討した。本成果報告会では、主研究課題であるナトカリ比のセルフモニタリングの効果検証
結果に加え、一般地域でIoTデバイスを活用したセルフモニタリングの課題についても述べる。

講　演　概　要
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IoTを活用した大規模個別運動処方のための携帯端末
アプリの開発

増木 静江
信州大学　学術研究院医学系 スポーツ医科学教室 /
先鋭領域融合研究群 バイオメディカル研究所 教授

成果報告会 - IoT等活用行動変容研究事業

2003年 信州大学大学院医学研究科修了。
2003年米国Mayo Clinic 麻酔科博士研究員、
2015年信州大学大学院医学系研究科准教授、
2018年より現職。

専門領域：循環器疫学・老年医学

プロフィール

　我々は、「IoTを活用した個別運動処方システム」を開発し、過去14年にわたり7300名を対象にイ
ンターバル速歩の健康増進効果を検証した。その結果、同トレーニングの5ヶ月間の定着率は95％
と非常に高く、それに比例して、体力向上、生活習慣病改善、医療費削減効果を認めた。一方、同シ
ステムは、専用カロリー計内の歩行記録をPC経由でサーバーに転送するために定期的に公民館な
どに集まる必要があった。そこで、本研究では、同システムの汎用性を高めるスマホアプリを開発
することにした。
　まず、従来のカロリー計機能をスマホに搭載し測定できるようにし、さらに高い定着率を担保す
るために、トレーニング成果の見える化などを考慮したアプリを開発した。次に、自治体（60名、平
均年齢67歳）、病院（56名、65歳）、企業（60名、38歳）、大学（57名、22歳）の各モデルについて、被験
者を「携帯型カロリー計＋PC端末群」と「スマホアプリ群」に分け、5ヶ月間のインターバル速歩の
定着率、効果を比較した。
　その結果、介入期間の週あたりの速歩時間は、病院、自治体、企業、大学モデルの順に高かったが、
群間で差を認めなかった。その結果、介入後に、大学以外のモデルで、速歩時間に比例して体力が
向上したが、群間で差を認めなかった。生活習慣病指標の改善効果、医療費抑制効果については、
現在解析中である。
　以上、「IoTを活用した大規模個別運動処方システム」のアプリ化に成功した。

講　演　概　要
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妊娠・出産・子育て支援PHRモデルに関する研究

本村 信一
前橋工科大学　システム生体工学科　松本研究室　研究協力員

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

2011年　前橋工科大学大学院　工学研究科　博士後期課程　修了
2014年　同大　システム生体工学科　専任講師
2018年　同大　システム生体工学科　松本研究室　研究協力員　
　　　　兼　米子工業高等専門学校　電気情報工学科　准教授
　　　　現在に至る　博士（工学）

専門領域：
生体情報工学を専門領域とし、自動車運転中の様々な現象や、日常生活における音や匂いが人間の
集中力へ与える影響について脳波の観点から研究を行っている。また、社会情報工学分野の研究も
並行して行っている。特に、健康管理に有用なデータおよびソフトウェアの活用に関する研究を
行っている。研究代表の代理として発表を行う

プロフィール

　本研究開発課題は、自治体や事業者が持つあるいは妊産婦本人が計測したデータを本人が管理
し閲覧することはもちろん、自身の意志で事業者に提供することで、母子の健康支援や救急医療の
質の向上が可能になるか、データの二次利用によって有益なサービス提供が可能になるかを研究
する目的でスタートした。
　本研究の進捗に伴い、平成29年度事業の中で再整理し４つのフィールドに分類した。
　前橋フィールドでは、妊婦におけるPHR利活用研究及び情報連携や、他チームとの連携について
検討を進めた。母子PHRを利用することで妊婦の健康意識の変化や行動変容について効果がある
かどうかについて疫学的な観点から研究を行った。
　神奈川フィールドでは、EHRの一部をPHRとご家族に提供し、乳幼児とそのご家族に対する有
用性について研究すると共に、PHRシステムを用いた研究アウトカムの設定などを行った。
　京大フィールドでは、胎児～乳幼児期におけるPHRが大学期においてどのように利活用できる
かを研究し、大学における学生の健診を起点に、データの共有と利活用に関わる実証実験を行っ
た。
　二次活用フィールドでは、PHRの二次活用について研究を行い、バイタル情報に関する研究、電
子版お薬情報に関する研究、それらを救急時に活用する研究、母子情報に関する予測推薦システム
の研究などの機能評価を中心に実証実験を行った。
　以上について，今後の展望までを含め、研究代表者の松本の代理として本村が発表する。
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介護予防政策へのパーソナル・ヘルス・レコード（PHR）の
利活用モデルの開発

近藤 克則
国立大学法人千葉大学　予防医学センター　教授
国立長寿医療研究センター　老年学・社会科学研究センター　
老年学評価研究部長（併任）
一般社団法人　日本老年学的評価研究機構　代表理事（併任）

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

　1983年千葉大学医学部卒業．東京大学医学部付属病院リハビリテーション部医員, 船橋二和
（ふたわ）病院リハビリテーション科科長などを経て, 1997年日本福祉大学助教授．University of 
Kent at Canterbury（イギリス）客員研究員（2000-2001）,日本福祉大学教授を経て, 2014年から現
職　千葉大学予防医学センター　社会予防医学研究部門　教授．2016年から国立長寿医療研究セ
ンター　老年学・社会科学研究センター　老年学評価研究部長を併任．2018年一般社団法人　日
本老年学的評価研究機構　代表理事（併任）.

「健康格差社会－何が心と健康を蝕むのか」（医学書院，2005）で社会政策学会賞（奨励賞）受賞
近著　｢健康格差社会への処方箋」医学書院　2017　「長生きできる町」角川新書2018

プロフィール

　パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）の介護予防利活用モデル開発を目的とした。
　方法は、神戸市と長柄町において、1）本人同意の下で収集したPHRを行政データと結合した情
報基盤を整備し、2）介護リスクを予測する評価尺度を開発し、3）地域診断書を用いて重点対象地
域を選定して介護予防事業・プログラムを開発し，4）参加状況を活動量計・ICカードを用いて
把握し、参加群（神戸市約500人，長柄町約110人）と非参加群（神戸市2500人，長柄町約2000人）を対
象に、介入前（2016），介入後（2017と2018）に「健康とくらしの調査」を行い両群間の介入前後の要支
援・介護リスク等に差が見られるのか比較検証した。
　その結果、1）情報基盤として、介入前後の調査データ、介入後の活動量や参加状況などを結合し
たデータベースを構築できた。2）3年後の要支援・介護認定率を予測できる評価尺度を開発した。
3）神戸市では地域診断書を用いて重点対象地域を3地区選定し、一年ずつずらして介護予防の通い
の場を開発した。長柄町では町全域を対象とした。4）PHRのフィードバックで参加は促進され、
介入後半年の2017年データでは、参加群で要介護リスクが低い傾向が見られたが統計学的には有
意でなく、2018年データを現在クリーニング中である。
　PHRの介護予防利活用モデルは開発できた。介護予防効果が確認できることが期待される。
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医療保険者・疾病管理事業者・医療機関等が連携した生活習慣病
重症化予防サービスの標準化・事業モデル創出を目指した研究 

山本 隆一 
医療情報システム開発センター　理事長

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

医療情報システム開発センター理事長，自治医科大学客員教授，医師・医学博士。内科医、病理医
を経て現在の専門は医療情報学。医療情報の安全管理とプライバシー保護、PHRの社会的評価、
医療コミュニケーション論、健康医療大規模データベースの構築と運用に係わる課題等を専門と
している。

プロフィール

我々のPHRの特徴は生活習慣病、特に糖尿病の合併症がある重症群を主な対象とし、血液透析など
の最重症化を遅らせることを評価指標とした。糖尿病においてはインシュリンを使用する状況で
も多くの患者は日常生活に大きな制限はなく、医療費も年間数10万円のレベルにあるが、血液透析
の導入は日常生活に大きな制限を与え、医療費も年間500万円程度になる上に身障者として福祉費
用も必要になり、国保を運用する自治体にとっても明確なインセンティブになる。そこで糖尿病
性腎症のⅡ期以降で透析を受けていない患者を対象とし、疾病管理事業者による積極的な介入を
行い、介入のタイミングおよび介入の内容にPHR内のデータを活用する場合としない場合を比較
するモデルとした。これを西宮市、郡山市、那珂川市で実施した。臨床検査データを自動格納する
ために、検査センター等がSS-MIX2形式でPHRサーバに転送できる仕組みを構築し、自動転送の仕
組みを利用できない場合は、FAX送信による代行入力を行った。抄録執筆時点ではまだ試験実施
中で、精緻な比較結果は得られていないが、患者、保険者、主治医からは良好な意見を得ている。ま
た、PHR事業を変更する際などに利用者の情報の連続性を保障する汎用的なPHRバックアップ
サーバへのインターフェイスを備えている。これによって適切なデータ形式で出力可能なPHR間
で移行が容易になり、またPHRシステムを越えた分析も同意が得られれば可能となる。
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医療・介護連携PHRモデルに関する研究

佐藤 弥
山梨大学大学院　総合研究部　地域医療学講座　教授

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

1983　秋田大学医学部卒業・同小児科入局
1990　秋田大学医学部小児科助手
1995　秋田大学医学部附属病院医療情報部助手
1999　山梨医科大学医学部附属病院　医療情報部長・教授
2002　山梨大学（旧山梨大学と統合）　病院経営管理部・教授
2008　山梨大学医学部地域医療学講座　教授（病院経営管理部長併任）

専門領域：病院管理学、医療情報学、地域医療学、小児科学

プロフィール

　個人のスマートフォン内に、個人データを蓄積するアプリケーション「かかりつけ連携手帳（電
子版）」を作成し、無料で提供を開始し、医療・介護連携に活用できるＰＨＲについて実用性の検討
を行った。
　かかりつけ連携手帳には、医療データ（処方、基本検査、アレルギー情報）、訪問看護・介護データ

（訪問看護ステーションのデータ）、評価リスト（基本チェックリスト・ＡＤＬチェック）生活情報
（食事、排泄、運動、症状）の4つの大項目に分けて記録可能である。
　医療情報は、医療機関からＱＲコードを処方箋に印字して、在宅看護・介護情報は、訪問看護ス
テーションシステム（新規開発）からＱＲコードで、患者等に提供される。評価や生活情報は、患者
個人や介護者が入力することを基本とした。
　地域包括ケア（在宅医療）にかかわる医師、看護師、ケアマネ等は、患者（介護者）の、スマートフォ
ンを提示することで、承諾書なしに現実的な情報連携が容易に行える。
　基本的にアプリケーションの提供であり､個人の経済的負担はほぼなく、訪問看護システムでは
使用料が必要となる。
　医療データのみではなく、訪問看護・介護データ、生活情報をもデジタル化保存が可能であり、
今後、医療・介護連携だけでなく、出生から看取りまで、生涯を通じたデータを保存し活用できる、
現在唯一のものである。入力インターフェースの改善、処方箋へのＱＲコード添付等を年度末ま
でに実施する。
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臨床および臨床研究のための分散PDSの応用に関する
研究 

橋田 浩一 
東京大学 ソーシャル ICT 研究センター 教授

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

東京大学 大学院情報理工学系研究科・教授 橋田 浩一
1981年東京大学理学部情報科学科卒業。1986年同大学院理学系研究科博士課程修了。理学博士。
1986年電子技術総合研究所入所。1988年から1992年まで(財)新世代コンピュータ技術開発機構に
出向。2001年から2013年まで産業技術総合研究所。2013年から教職。2017年から理化学研究所革
新知能統合研究センターチームリーダを兼任。専門は自然言語処理、人工知能、認知科学。

プロフィール

分散PDS (データの管理者がデータ主体本人だけであるようなPDS)を用いてパーソナルデータを
本人主導で安全に共有・活用できるようにすることにより、データの活用が促進されるだけでな
く、本人のヘルスリテラシーや地域コミュニティの機能が高まり、ヘルスケアの質が向上すると期
待される。本プロジェクトでは、分散PDSの一種であるPLR (Personal Life Repository)の機能を整
備し、それを既存のEHRや電子カルテシステムと連携させることによってPHRやPROを実現し、
多くの実証実験を通じて臨床の場面での可用性やヘルスケアの質を高める効果を検証した。PLR
は、Googleドライブ等の既存のオンラインストレージをそのままデータ共有用のサーバとして使
うので運用がきわめて安価であり、保存する非公開データを暗号化してデータ主体本人が名指し
する特定の他者にしか鍵を開示せず、またアプリの機能を限定するのできわめて安全であるとと
もに、同じくアプリの機能により紹介状等のデータを本人から秘匿したりトレーサビリティを担
保したりすることもできる。その意味でPLRはパーソナルデータを管理運用する最も安全で安価
かつ利便性の高い方法であり、ヘルスケアや教育や購買を含む多様な個人向けサービスでの活用
が期待される。

講　演　概　要
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臨床および臨床研究の充実のための本人に関する多種多様な情報のデジタル化・
ネットワーク化及び統合的な利活用を可能とする基盤技術に関する研究

阪本雄一郎
佐賀大学医学部附属病院　高度救命救急センター　センター長
佐賀大学　救急医学講座　教授

成果報告会 - パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業

1993年佐賀大学医学部卒業　佐賀大学　一般消化器外科
2002年～日本医科大学千葉北総病院　救命救急センター
2010年より現職

日本救急医学会　専門医・指導医・評議員、日本集中治療学会　専門医・評議員など
佐賀県救急応需システム「救急さがネット」立ち上げ、佐賀県ドクターヘリ事業立ち上げなど行っ
ており佐賀県メディカルコントロール検証委員会委員長、佐賀県災害医療コーディネーターなど
地域医療体制に従事。
2018年からは佐賀県誘致のAsia Pacific Alliance for Disaster Management Japan の「空飛ぶ医師
団」事業の立ちあげに参加。インドネシア　ロンボク島地震では現地活動。

プロフィール

　個人の健康･医療情報等はサービス提供者ごとに管理され、個人への還元や自身による情報管
理、意思に基づいて利活用は出来なかった。そこで、本研究開発事業では、生活から介護に至るあ
らゆる情報を統合・再構成する基盤技術であるCDMS（Clinical Data Management System）と、散
在しているヘルスケアアプリケーション情報を統合・再構成して、出生前から介護に至るまで、個
人のあらゆるシーンにおける情報を個人が自ら一元的に管理する基盤機能である個人状態適応型
プロキシサービスPOPS (Personal condition Oriented Proxy Service)を用いてアプリケーション
システムとの連携を実装し、データの流通確認と臨床研究への応用可能性評価を行った。
　個人や病院、救急、自治体などが利用する救急や母子保健分野で稼働している13のアプリケー
ションサービスをCDMSと連携した。CDMSは多次元からなる約1万の項目種で構造化されたデー
タ群で構成され、連携アプリケーションが有する約7,500項目の情報は、全てがCDMSと100%マッ
ピングされた。アプリケーション間、または、個人の同意に基づいて、情報が正確かつ高速に流通
することが確認された。これらの情報は、臨床研究で利用される項目について高率に網羅してい
た。
　本研究班では、国民が安心・安全に活用できる情報基盤の整備や医療情報を正しく効率的に利
活用できるように構造化を進めてきた。今後も、次世代のために利活用できるような国民のポー
トフォリオデータの管理が可能な環境整備を進めていく。
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全国共同利用型国際標準化健康・医療情報の収集及び利活用
に関する研究

荒木 賢二
宮崎大学医学部附属病院　副病院長　IR 部教授
北陸先端科学技術大学院大学客員教授
特定非営利活動法人　日本医療ネットワーク協会　理事長
一般社団法人　ライフデータイニシアティブ　理事

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1958年　大阪市生まれ
1983年　宮崎医科大卒
1989年　同大大学院博士課程修了
1989年　宮崎医科大学第二外科入局
1997年　宮崎医科大学医療情報部助手
1991年　科学技術特別研究員として国立循環器病センター研究所人工臓器部赴任
2001年　宮崎大学医学部附属病院医療情報部教授に就任
2018年　現職

専門領域：医療情報学、病院・医療管理学

プロフィール

我が国は、国民皆保険制度や優れた公衆衛生対策、高度な医療技術等の成果により、世界最高水準
の平均寿命を達成していますが、健康寿命と平均寿命の乖離が大きいことが社会保障関係費の増
加にも繋がり国家的課題となっています。
世界に先駆け超高齢社会を迎える我が国にあって、課題解決先進国として、世界最先端の医療技
術・サービスを実現することで、全ての国民が自らの人生を楽しみ、最後まで自分らしく生きるこ
とが出来る「生涯現役社会」の実現に繋がります。
千年カルテプロジェクトは、我が国の健康長寿社会の形成に向け、国民のライフログを含めた健
康・医療全般の情報を集約し、医療・医薬品の安全かつ有効な活用、研究開発に資する世界最高水
準の技術を用いた医療データベースの構築に向け、AMEDの研究開発事業として数多くの医療施
設の皆さまの協力を得て、様々な研究を進めて参りました。
千年カルテプロジェクトは、未来の医療情報データベースの利活用を創造しながら、次世代の医療
データベースを目指して、参加医療施設の皆さまと共に、新たな医療情報基盤の環境を創り上げた
いと考えています。

講　演　概　要



31

＜ 1 ＞

＜ 3 ＞

＜ 2 ＞

＜ 4 ＞

ス　ラ　イ　ド



32

EHRを活用した臨床データベースによる糖尿病重症化・
合併症発症リスク診断支援プログラムの開発

松久 宗英 
徳島大学先端酵素学研究所　糖尿病臨床・研究開発センター
センター長・教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1987年　岡山大学卒業
1993年　カナダトロント大学医学部生理学教室 客員研究員
2003年　大阪大学　病態情報内科学　助手
2009年　大阪大学　内分泌代謝内科学　講師
2010年　徳島大学　糖尿病臨床・研究開発センター　特任教授
2017年～現職

専門領域：先進的糖尿病治療、糖尿病合併症の病態

プロフィール

　医療情報の標準化が進む中、地域でElectric Health Record（EHR）が数多く展開されている。徳
島県でも全県のEHRである「阿波あいネット」が始動した。またEHRから、必要なデータを抽出し
てデータベース化する臨床研究が進められている。
　本研究においても、地域で展開するEHRを活用する匿名化・非匿名化臨床データベースに基づ
き、医療の質を高めるため糖尿病重症化・合併症発症リスク診断支援プログラムを開発すること
を目指すものである。リスク診断において、刻々と変化する体重や、既往歴、現病歴、生活歴など多
くのデジタル化されていない情報を収集しなければ実現しない。そこで、研究者の入力するケー
スカードを用いた①糖尿病腎症の重症化診断、②サルコペニアの診断、③心血管疾患のリスク診
断を可視化するダッシュボードを作成した。これまで、厚生労働省標準規格に対応したクラウド
EHR、EHRと連携するデータベース、推定糸球体ろ過率を用いた腎症重症化アルゴリズム、サル
コペニアの診断から臨床研究を経て得られた転倒リスク診断アルゴリズム、そして日本糖尿病学
会及び日本老年病学会が作成した糖尿病患者の心血管疾患リスク評価アルゴリズムJJ-Riskを用い
て、糖尿病重症化・合併症発症リスク診断支援プログラムのダッシュボードを完成させた。今後
この基盤を用いて徳島県での実臨床での有用性の検証を進めていく。
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医用知能情報システム基盤の研究開発

大江 和彦 
東京大学大学院　医学系研究科　医療情報学分野　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1984年 東京大学医学部医学科卒、外科系研修医等を経て、89年 東大病院中央医療情報部助手、同
講師、同助教授を経て、97年より現職.  
2016年より日本医療情報学会代表理事．日本医学会連合社会部会理事など．専門は医療情報の標
準化、医療情報システム、医用人工知能システム、医学知識処理の研究、AI活用型次世代電子カル
テ開発．

プロフィール

　高齢社会を迎え医療も複雑化している中で新しい健康医療支援サービ需要が高まっている。特
に医療者、臨床研究者、行政、患者と家族への情報支援がさまざまなレベルで求められている。一
方、電子カルテとSS-MIX ２と呼ばれるデータの標準形式の普及による大規模臨床データの蓄積
が可能となりつつあり、さらに機械学習に代表される人工知能技術のめざましい発展は、こうした
ニーズに応える新しい医用人工知能開発を実現する可能性がある。
　本講演では、１）複数の大学病院の標準化された電子カルテデータを統合したデータベースを構
築し、新たに開発した類似症例高速検索機構により外来診療中の患者によく似た診療経過をもつ
患者をこのデータベースから高速に検索して事例として提示するシステム、２）医学知識による
診断着想支援機能を持った次世代型電子カルテ、３）診察中の患者に何が起こっているのかを疾患
の医学知識に対応づけて可視化するシステム、４）時系列データマイニングと呼ばれる医療データ
ベースから知識を取り出す仕組みの開発、５）胸部レントゲン写真から異常を検出する仕組みに関
する研究について成果と意義をお話しする。これらの研究成果を今後の電子カルテシステムや医
療情報システムに活用することで、これまでにない高度な健康医療支援と臨床研究基盤を医療の
場に提供することが可能になり、一般の方々が受ける医療の今後の向上に貢献するであろう。
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SS-MIX2を基礎とした大規模診療データの収集と利活用
に関する研究

山本 隆一 
医療情報システム開発センター　理事長

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

医療情報システム開発センター理事長，自治医科大学客員教授，医師・医学博士。内科医、病理医
を経て現在の専門は医療情報学。医療情報の安全管理とプライバシー保護、PHRの社会的評価、
医療コミュニケーション論、健康医療大規模データベースの構築と運用に係わる課題等を専門と
している。

プロフィール

2018年に所謂次世代医療基盤法が施行され、これに対応する医療情報の安全な収集と匿名加工医
療情報の作成活用に関する仕組みの試作と評価を行った。本研究開発の目標は臨床現場で生じ
る情報を適切に処理し、多数の機関の情報を統合し、高速に検索・分析を可能とし、臨床研究およ
び医薬品・医療機器の開発の促進と新規医療健康サービスの創出に寄与することにある。我々
はSS-MIX2 標準化ストレージ格納データおよび診療報酬請求明細とDPC 関連データをCMSと
TLS1.2を組み合わせた安全性の高い伝送手段を構築し、堅固なデータセンタ内に構築された非順
序型実行原理に基づくデータベースに格納し、高速に検索、抽出ならびに匿名加工処理が可能であ
ることを確認した。またPHR 事業者からデータをバックアップとして受託保存し、診療情報と紐
付け、利用者の利便を図り、さらにプライバシーを確保した上での二次利用が可能であることを確
認した。さらに集計対象が稀少疾患など小数であるために特定性が十分低くすることができない
集計表作成のための秘匿計算を応用したPrivacy Preserving Data Mining システムを構築し、本
法の将来の拡張議論に資するための基礎を確立した。またさらなるプライバシーの確保のために
個々の患者による事前拒否システムを構築し、医療分野でのID が導入された場合に機能すること
を確認した。また本法に適応した構築基盤の臨床疫学的ユースケースおよび社会医学的ユース
ケースの検討をおこなった。
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SS-MIX2規格の診療情報を中心とした生涯保健情報統合
基盤の構築と利活用に関する研究

上野 智明
日本医師会 ORCA管理機構（株）代表取締役社長

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

（職歴）大阪回生病院放射線科、国立循環器病センター放射線診療部・運営部併任、日本医師会総合
政策研究機構主席研究員を経てH28.3月より現職

（専門）医療情報、マクロ医療費、地域医療連携
（公職）厚労省 保健医療情報標準化会議構成員（2008～2016）、ほかWG
（研究開発）ORCAプロジェクト（日医）／生涯保健情報統合基盤（AMED）ほか

プロフィール

　公益社団法人日本医師会は、ORCAプロジェクト推進をメインとした日医ＩＴ化宣言（平成13
年）に代わり、今後の日医の医療分野のIT化 における取り組みの指針として、平成.28年6月に「日医
IT化宣言2016」を公表した。
　「日医IT化宣言2016」において示した指針の一つである「日本医師会は、医療の質の向上と安全の
確保をITで支えます」という指針の具現化に向けて、日本医師会及び日本医師会ORCA管理機構の
共同で、AMED事業として「生涯保健情報統合基盤」事業を実施している。
　「生涯保健情報統合基盤」では、かかりつけ医機能の強化を支援するため、診療所のレセプトや電
子カルテを中心としながら、乳幼児から後期高齢者に至るまで、健診、介護、死亡など、幅広い情報
を、厚生労働省標準規格のSS-MIX2で収集するとともに、改正個人情報保護法や次世代医療基盤法
の動向を踏まえた上で、複数の有識者からなる研究会を設置し認定事業者として、国民の信頼を得
て機能するための組織要件や、オプトアウト等の対応窓口のあり方などを研究した。
　これらの研究を受けて、日本医師会では新たに一般財団法人を設立して、次世代医療基盤法に基
づく認定事業者となるべく、認定申請を行うことが機関決定されており、財団の設立及び認定申請
の準備を進めている。
　以上の内容を中心に、これまでの研究成果、及び今後の課題について報告する。
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電子カルテシステムを基盤とするCDISC標準での効率的臨床研究
データ収集システムネットワークの構築とその有効性の検証

松村 泰志
大坂大学大学院医学系研究科　医療情報学　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1985年大阪大学医学部卒業。同附属病院第一内科、大阪警察病院循環器内科で勤務。1989年より
大阪大学医学部博士課程。医学博士。1992年より同附属病院医療情報部助手となり病院情報シス
テムの構築に従事。1999年より同助教授・副部長、2010年より現職、医療情報部部長。2014年よ
り病院長補佐。

専門領域：医療情報学　循環器内科

プロフィール

前向き臨床研究において、多施設の臨床データを、電子カルテを利用して効率良く収集するシス
テム（Clinical Data Collection System: CDCS）を開発した。各病院の電子カルテシステムで、対
象患者に対して共通する入力テンプレートで診療記録を作成すると、CRFレポータモジュール
が、電子症例報告書にデータを書き写し、データセンタに送信する。電子症例報告書に、CDISCの
Operational Data Model(ODM)を採用した。データセンタには、ODMの受診機能を備えたCDMS
を配置し、送付されたODMからデータを収集する。阪大病院を含む15の関連病院の電子カルテシ
ステム（NEC:9、富士通:4、IBM:1、SSI:1）とデータセンタとの間をセキュアなネットワークを結び、
センターからテンプレートマスタと電子症例報告書フォームを送信し、入力されたODMを受診で
きるようにした。また、目的の画像データを、テンプレートに入力された画像検査日付を基準とし
て検索し、患者氏名、患者IDを削除して被験者番号に置き換え、センターに送付する機能、採取した
サンプルに対して、被験者番号と紐づくサンプルIDを発番するシステムを開発した。左室収縮能
が保たれた心不全の観察研究（PURSUIT-HFpEF）、悪性黒色腫のレジストリ、がんゲノム先進医
療で利用を開始し、乳がん、パーキンソン病、間質性肺炎のレジストリ、消化器外科、呼吸器外科の
NCDでの利用の準備を進めている。今後、更に、利用の範囲を広げ、臨床データに加え、画像、サン
プルを効率良く収集するモデルとして確立させていきたい。
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既存の診療情報と一体的に運用可能な症例登録支援システム
の構築とアウトカム指標等の分析・利活用に関する研究

石田 博
山口大学大学院医学系研究科　医療情報判断学　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1983年　筑波大学医学専門学群　卒業
1983年　川崎医科大学総合診療部研修医
1985年　同　助手
1988年　同　講師
1992年　川崎医科大学附属病院中央検査部講師
1995〜96年　米国ベイラー医科大学
2001年　山口大学医学部附属病院医療情報部講師
2004年　同　准教授
2014年　山口大学大学院医学系研究科医療情報判断学教授

専門領域：医療情報学、医学判断学、検査診断学

プロフィール

　電子カルテシステム上で診療業務と研究症例登録との重複入力の解消を目標に、以下の3つの特
徴を有する症例登録支援システムを開発した。
　　1.	DPCデータとSS-MIX標準ストレージの基本情報・処方・検査データの突合によりNCD消
　　　化器外科専門医領域2書式別の対象候補一覧の提示、および、登録項目のうち約5割で参照情
　　　報としての提示を可能とし、一部ベンダーでは直接の情報取込みを実現した。
　　2.	症例登録書式および項目の共通定義体を提示し、4社の電子カルテシステム上で症例登録
　　　フォーム(eCRF)を作成した。また、データはCDISCのODM-XMLファイルでSS-MIXスト　
　　　レージへ出力され症例登録以外の目的での活用性を向上した。
　　3.	登録症例活の用支援機能では症例の一元管理や提出先の仕様に応じた形式で出力を可能と
　　　した。今回はNCDサイトへアップロードするcsvデータを出力したほか、C型肝炎治療症
　　　例の集積のためデータ収集サイトとして、REDCapを導入し、3大学病院からのODM-　　
　　　XMLデータを格納した。
　症例登録支援システムと電子カルテとの連携深化には、診療情報の構造化入力や症例登録
フォームの用語の標準化が重要であること、また、更なるテンプレート機能向上と拡張性の必要性
が明らかになった。
　また、日本消化器外科学会への中国四国地方の症例データ利用申請を行い、胃癌・大腸癌手術症
例における周術期アウトカムと症例規模や患者受診距離(診療圏)との関連など地域医療体制の議
論の基となる分析が可能であることが示された。
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医療の質向上を目的とした臨床データベ―スの共通プラット
フォームの構築

宮田 裕章
慶應義塾大学医学部 医療政策・管理学教室 教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

2003年東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻修士課程修了，
  同分野　保健学博士（論文）
  早稲田大学人間科学学術院助手，
  東京大学大学院医学系研究科　医療品質評価学講座助教を経て
2009年同准教授、2014年同教授（2015年5月より非常勤）
2015年5月より慶應義塾大学医学部医療政策・管理学教室　教授
2016年10月より国立国際医療医研究センター国際保健政策・医療システム研究科 グローバルヘ
ルス政策研究センター　科長（非常勤）

プロフィール

少子高齢化の進む日本において、限られた資源を効果的に配分し、医療の質を高めることは大きな
課題であり、実臨床データに基づくアウトカム評価、ベンチマーキングを通した質の改善、医療経
済・費用対効果評価などが重要である。本研究開発プロジェクトの目的は、国際的にも稀有な規
模で全国の臨床症例データを収集するNational Clinical Database (NCD) に、保険請求に関連する
DPCやレセプトデータを収集する仕組みを作り、詳細な臨床症例情報と医療資源利用情報を連携
して研究に利用できるプラットフォームを構築することにあった。

研究班では、安全で効率的な医事請求データの収集を目指し、匿名化・暗号化されたデータの収集
システムをNCDサーバ上に開発するとともに、診断群分類研究支援機構との連携のもと、臨床現場
に負担の少ないデータ提供の仕組みを構築した。社員学会の協力のもと、NCD参加施設へデータ
提供を呼び掛けた結果、2018年12月時点にて、全国1800を超える施設からの承諾が得られている。
内1100施設超のDPCデータ、そして150施設超のレセプトデータが現在NCDにデータベース化さ
れている。

本発表においては、これらのNCDにおけるデータ収集プラットフォームの仕組みとデータ収集の
現状、そしてNCD臨床症例データと医事請求データの連携状況を報告するとともに、データを連携
利用したヘルスサービス研究の例として、術後在院日数・入院医療費のモデリング研究などを紹
介する。
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在宅医療における再入院を阻止する革新的ICT遠隔モニタ
リング環境の構築

宮川 繁
大阪大学大学院医学系研究科 最先端再生医療学共同研究講座 特任教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1994 年大阪大学医学部卒業。2002年同医学系研究科博士課程修了。
2006年〜2009 年ドイツ連邦共和国ケルクホッフクリニック心臓血管外科客員医師 (兼) Max 
Plank研究所　research fellow。
2009 年大阪大学医学部講師、2014年同　医学系研究科免疫再生制御学　特任准教授、2016年　
同先進幹細胞治療学　特任教授。
2018 年〜現在 同最先端再生医療学 特任教授（常勤）。専門は心臓血管外科学、再生医療。特に重
症心不全に対する自己骨格筋 筋芽細胞シート移植、およびiPS細胞由来心筋細胞シート移植によ
る心筋再生治療の開発に従事。

プロフィール

　心疾患の終末像である慢性心不全患者は、医療の進歩に伴う急性心疾患（急性心筋梗塞等）から
の救命率の向上と社会の高齢化により増加している。その結果、心不全患者は2030年には約130万
人に増加し、再入院率は35％と推定されている。従って、心不全患者の再入院の回避は、QOLや予
後の改善効果のみならず医療経済的効果も期待できる。
　急増する高齢者心不全の再入院を心不全増悪の早い段階で回避するために、在宅患者を対象と
した遠隔モニタリングシステムを構築する。本システムは、在宅患者のベッドに設置した薄い
シートセンサを用いて、終夜睡眠中の呼吸、心拍動、体動に伴う生体微少振動を毎日検知して、クラ
ウドサーバに送信する。サーバに蓄積されたデータから算出された終夜睡眠中の呼吸不安定性

（Respiratory Stability Time: RST）を毎日追跡することにより、心不全の悪化徴候をRSTの低下
(呼吸の不安定化)から早期に検知することができる。本研究が目指すものは、患者の生活空間に
組み込まれたIoTにより、情報処理技術や人工知能を駆使して疾病発生や重症化を早期に検出し、
未然に対処する先進的先制医療環境の構築である。また、このシステムにより集積された長期間
時系列情報から、個々の患者特有の病態生理を明らかにし、個人差を踏まえた精密医療（precision 
medicine）も推進することができる。

講　演　概　要



47

＜１＞

＜ 2 ＞

ス　ラ　イ　ド



48

機序の異なる人工知能の多重解析による癌コンパニオン
診断システムの開発

山本 陽一朗
理化学研究所 革新知能統合研究センター 病理情報学チーム チームリーダー

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

2004年 東北大学医学部卒。病理専門医取得後(東北大学、日本医科大学)、2012年に米ハーバード
大学、メイヨークリニックにて数理生物学研究を行う。その後、信州大学を経て、独ハイデルベル
ク大学にて病理人工知能(AI)システムを開発。2017年より理化学研究所にて医療AI研究を行う。
日本メディカルAI学会理事。

専門領域：医療AI、病理学

プロフィール

本邦では現在約2人に1人が生涯のうちに「がん」に罹患すると考えられている。現代医学の進歩は
めざましいが、薬の副作用に加え、その医療費はこれまでとは比較にならないほど莫大となってお
り、高齢化社会に突入している本邦としては、これら最新医療に対応可能な医療人工知能(Artificial 
Intelligence、AI)の開発が求められている。
本研究では、機序の異なる複数のAI技術を組み合わせることで、病理医の診断結果だけでなく、診
断過程における「匠の技」を最先端技術と融合し、AIに取り込むことに成功した。その有効性を検
討するため、現在全世界でゴールドスタンダードとして用いられている米国発の前立腺癌「グリソ
ンスコア」と比較検討した。また、本手法を幅広く各種臓器の癌に応用するために、乳癌に対して
の解析を行った。
真に医療現場で役立つAIを実現させるためには、現場を知る医療従事者とAI研究者の協力体制が
必須である。特に現在の医療AI開発では、問題設定が全ての鍵を握るといっても過言ではない。
医療AIシステムの研究について紹介させていただくと共に、活動成果および医療AIの展望につい
て紹介させていただく。
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病理医不足を解決する WSI を用いた医療チームによる 
Medical Arts の創成研究

森 一郎
国際医療福祉大学 医学部 病理部　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1976年3月：群馬大学医学部卒業
1980年3月：群馬大学大学院修了
1980年4月：群馬県立がんセンター病理にて研修
1981年11月：東海大学医学部病理助手
1993年 4月：東海大学医学部病理講師
1996年-1998年：米国エモリー大学留学
1999年 9月：和歌山県立医科大学第二病理助教授
2011年 4月：国際医療福祉大学三田病院教授
2017年 4月：同、医学部病理学教授

専門領域：病理学

プロフィール

WSI (Whole Slide Imaging)すなわち病理標本のデジタル画像を用いて、病理医の不足を補うこと
が可能であるかどうか、そのためにどこまで病理診断が可能であるかなどについて調べ、ひいては
デジタル画像で病理診断を行う際のガイドラインを作成するために、エビデンスを提供するため
の研究を行いました。
様々な成果が得られましたが、主なものとしては顕微鏡ではなくモニタに映るデジタル画像を見
て診断が可能であるかどうかを確認する目的で、顕微鏡診断とデジタル画像のモニタ診断を比較
する多くの研究が行われました。その結果、顕微鏡診断と比較しても診断精度が劣らないこと、診
断に要する時間の短縮に寄与する可能性があることなどが見出されました。また、一般論ではな
く悪性リンパ腫やピロリ菌、細胞診標本など、具体的にデジタル画像による診断が困難ではないか
と予測された領域についても調べ、具体的に診断に要する条件等を絞り込むことができました。
さらに、デジタル病理技術の導入が、病理医のみではなくて臨床医や患者様にも利点があることを
確認するために、病理診断の依頼から診断が返るまでのTurn-Around-Timeについて、具体的に状
況を設定しどれほどの差がありうるのかについて調べ、時間短縮に大いに寄与することが確認さ
れました。これらの研究成果は、日本病理学会の「デジタル画像を用いた病理診断に関するガイド
ライン（仮称）」として2019年4月に発表予定です。
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クラウド型広域調剤情報共有システムの構築と有効性・
安全性の検証

前田 隆浩
長崎大学大学院　医歯薬学総合研究科　地域医療学分野　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1985年に長崎大学医学部を卒業し、主に血液内科・総合内科・総合診療科の診療と研究に従事し
てきました。そして、2004年から長崎大学離島・へき地医療学講座、2012年から地域医療学分野、
2018年から総合診療学分野を担当することとなり、地域医療と総合診療に関する教育・研究・診
療にあたっています。

専門領域：総合診療、地域医療

プロフィール

ICTを活用した医療連携が進む中、長崎県五島市では市内全ての調剤薬局をICTでつなぎ、調剤情
報を一元管理するとともにデータの二次利用に向けた取組を進めている。調剤薬局でレセプトコ
ンピューターに入力された処方箋情報（NSIPs®形式）は、アップローダーによって自動的にクラウ
ドサーバーに保存・蓄積され、患者の同意のもと情報共有と適正な服薬指導に役立てられる。同
意率は2018年6月時点で来局患者の51.1%にのぼっており、過去情報と突き合わせて自動的に重複
や相互作用等が確認されるため、薬局業務の省力化につながっている。運営主体である五島市が
調剤情報共有システム運用管理要綱（告示第134号）を定め、安全性を重視した管理運用体制が整備
された。また、匿名化データベースを別途構築し、経済学的効果の検証、インフルエンザ発症予防
支援、ポリファーマシーの実態調査、在宅医療における多職種連携支援など、調剤情報の二次利用
と社会実装を目指した取組が進んでいる。この結果、一定の医療費削減効果が認められ、五島市全
体のポリファーマシーの実態が明らかにされた。また、抗インフルエンザ薬の調剤速報が医療・
介護・教育・行政関係者等に毎日自動配信されており、インフルエンザ発症予防への貢献が期待
されている。今後は、医療情報・介護情報・健診情報などを連結させ、医療費適正化計画とデータ
ヘルス計画を推進していく予定である。
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車中泊・避難所でのエコノミークラス症候群に対する災害時
スクリーニング技術の開発

大郷 剛
国立循環器病研究センター
肺高血圧症先端医学研究部　特任部長
心臓血管内科部門　肺循環科　医長

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

Ｈ８年　　香川医科大学卒業
Ｈ８年　　岡山大学循環器内科入局
Ｈ１４年　国立循環器病研究センター　心臓血管内科　
Ｈ１９年　ロンドン大学キングスカレッジ　
Ｈ２２年　国立循環器病研究センター　肺循環科　
Ｈ２８年　現職

専門領域：
１．静脈血栓塞栓症の診断、治療
２．遠隔診断
３．肺高血圧症、肺循環疾患の診断、治療

プロフィール

2016年4月14日熊本地震後、車中泊、避難所生活での静脈血栓塞栓症(通称　エコノミークラス症候
群)の発症が問題となった。震災時のエコノミークラス症候群に関する発症リスクとそのスクリー
ニング方法は将来の大規模災害での疾病対策として重要である。本研究は熊本地震時の静脈血栓
塞栓症発症状況に関する全県調査体制の確立と今後の大規模災害に備えた発症リスク評価・ICT
を利用したスクリーニング技術の開発を目的として行われた。エコノミークラス症候群予防目的
のDVT（深部静脈血栓症）検診は、2018年11月まで136箇所4,135名の被災者を対象にした。急性期
DVT陽性率(9.5%)、予測因子(高齢,眠剤,下腿腫脹,下腿静脈瘤)が同定された。慢性期検診にて時間
経過により75歳未満では陽性率が漸減し、急性期DVTの消失率(56.7%)、消失までの期間(87.2%は
6ヶ月以内に消失)が明らかとなった。また震災避難所等での下肢静脈エコーによるエコノミーク
ラス症候群検診では専門医の不在が問題であり、動画像伝送による遠隔診断の実証試験を行った。
仮設住宅生活被災者に対して、超音波エコー動画を大阪の国立循環器病研究センターに伝送し動
画の質、正確性を検討した。昨年度は下肢静脈血栓症、本年度は腹部、心臓エコーの遠隔診断を行っ
た。診断の精度は良好で、人的支援が限定されている発災早期の診断として、超音波エコーによる
遠隔診断の実用化は有益である可能性がある。
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NDBデータによる理想的な健康医療ビッグデータ活用
モデルの確立に関する研究

黒田 知宏
京都大学　医学部附属病院 医療情報企画部　教授

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

京都大学 教授、医学部附属病院 医療情報企画部長・病院長補佐、医学研究科 医学・医科学専攻 
医療情報学分野、情報学研究科 社会情報学専攻 医療情情報学講座。
94年京大・工・情報工学卒､ 98年 奈良先端大・情報了、博士（工学）。奈良先端大・情報・助手、京
大・病院・講師、阪大・基礎工・准教授等を経て、13年8月より現職。ヒューマンインタフェース、
医療情報学等の研究に従事。

プロフィール

健康・医療分野の大規模データは、医療の質向上・均てん化、及び新たな医療技術の開発に必要な
エビデンスを提供するものと期待されている。特にレセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）は、国内で実施されたほぼ全ての保険診療に関する請求情報を蓄積しており、疫学研究、経
済評価、人工知能（AI）の応用等による様々な利活用が、本邦医学の発展に寄与するものと考えられ
る。
厚生労働省は2011年度よりNDBデータの第三者提供を開始しており、近年では提供件数および研
究成果の発表は増えつつある。しかし海外に目を向けると、例えば診療記録に基づいた大規模デー
タからこれまで数多くの論文が刊行されている英国の状況などと比べれば、NDBデータの潜在的
な価値を利用者が十分に享受できているとは未だ言い難い状況にある。その要因として、NDB
データは患者個人を一意に特定するIDを持たないことや、二次利用のために多くの加工を要する
複雑なデータ構造であることなどが指摘されている。
上記課題の解決を目指して、当班は2016年度より、NDBデータの利用者の裾野を広げ、高いスケー
ラビリティを有する次世代NDB分析基盤の開発を行ってきた。2018年度においては、これまでの
研究で蓄積したデータエンジニアリングに基づくノウハウを有効に活用し、多様な個別研究およ
び海外事例の検討を通じて、新たなNDBデータの活用モデルを提案することを目的に研究を行っ
た。その結果の概要を本日報告する。
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超高速・超学際次世代NDBデータ研究基盤にもとづくエビデンスの飛躍的創出
を通じた理想的な健康・医療・介護ビッグデータ活用モデルの確立に関する研究

満武 巨裕
一般財団法人　医療経済研究・社会保険福祉協会　医療経済研究機構　研究部
副部長・上席研究員／博士（人間・環境学）　

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

2004年京都大学大学院人間・環境学研究科　博士課程(単位取得退学)、1998年米国・スタンフォー
ド大学アジア太平洋研究所　客員研究員 、2005年 東京大学医学部附属病院22世紀医療センター
健診情報学講座研究員、2006年　医療経済研究機構主任研究員 

専門領域：　医療情報学／医療経済学／医用生体工学／社会保障

プロフィール

　本研究開発は、昨年度に構築した6年間分のレセプト情報および特定健診等情報を格納した超
高速・超学際次世代NDBデータ研究基盤（SFINCS: Super-Fast super-Interdisciplinary Japanese 
medical insurance Claim bigdata analytics platform System）を活用して、理想的な健康・医療・
介護ビッグデータ活用モデルの確立に関する研究を行う。
　今回、NDBデータの利用経験がある研究者とそうでない研究者の双方が多数含まれる研究班体
制を構築し、データ利用経験がない研究者は、経験者が作成したデータセット、データの定義書、解
析アプリ等の経験と知識を共有しながら研究を実施する。また、新たに汎用性および拡張性のあ
る分析用データセットの作成も作成し、研究を実施する。ユースケースとして想定される提供件
数を増やし、理想的な健康・医療・介護ビッグデータ活用モデルを提案する。具体的な目標は、下
記である。
　・年間100件以上を超える提供件数を実現するための正確かつ迅速にデータを提供する手法・
体制構築
　・研究開発終了後も学際的かつ中立的な立場から「次世代超高速・超学際NDBデータ研究基盤」
を運用するための組織体制、予算等の提言
　・超高齢社会を迎えた我が国の予防・医療・介護政策の立案を可能とする次世代NDBデータ研
究基盤の確立、医療・介護保険制度間のデータ解析、地域包括ケアの進展度の評価等のエビデンス
を得る
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人工知能による総合診断診療支援システムの開発

永井 良三
自治医科大学　学長

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

1974年東京大学医学部卒。83-87年米国バーモント大学留学。91年東京大学第三内科講師・助教授。
95年群馬大学第二内科教授。99年東京大学循環器内科教授。2002年クリニカルバイオインフォマ
ティクス人材育成講座代表、21世紀COE、最先端研究（FIRST）「未解決のがんと心臓病を撲滅す
る最適医療開発」研究代表。03-07年東大病院長、10年東京大学トランスレーショナルリサーチセ
ンター長。2012年-現在、自治医科大学学長。

プロフィール

　AIの基盤として医療情報が注目されている。しかし論文やカルテ記載などの文脈をコンピュー
タが機械学習することは、現時点では成功していない。テキスト情報を診断支援に活用するには、
文書の構造化が求められる。そこで演者らは日本内科学会地方会の症例報告の抄録を構造化し、
これを用いて診断支援システムを開発した。
　日本内科学会には現在、約5万例の症例が登録されている。抄録は約500-600文字であるが内容は
多彩であり、かつ複雑な物語が含まれる。構造化された症例のデータベースを利用すれば、特定の
症状や所見の組み合わせにより、類似する病態を検索するためのシステムを構築することは容易
である。
　抄録の構造化の基本的な考え方はスライドに示す。因果・内包関係をもとに一連の病態を書き
出し、それぞれの病態によって引き起こされる症状と所見をツリー状に記述する。編集ツールで
あるJichi Case Mapは基本用語を自動的に抽出するが、因果や包含の関係性は徒手的に付与した。
次に症状や所見がどのような過去の症例、もしくは症例の組み合わせによって説明されうるかを、
最短距離探索法（変形ダイクストラ法）等により計算し推測した。
　本システムには解決すべき課題も多い。まず症例の解釈や用語の使い方が入力者により異なる
ため、ときに論理が混乱することもある。さらに用語統一や同義語辞書を整備し、より使いやすい
インターフェイスの開発が求められる。
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遠隔精神科医療の臨床研究エビデンスの蓄積を通じたガイド
ライン策定とデータ利活用に向けたデータベース構築  

岸本 泰士郎
慶應義塾大学医学部　精神・神経科学教室　専任講師

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

2000年慶應義塾大学医学部卒業、国家公務員共済組合連合会立川病院、医療法人財団厚生協会大泉
病院を経て、2009年よりThe Zucker Hillside Hospital（New York, 米国）に入職、2012年Hofstra 
North Shore-LIJ School of Medicine, Assistant Professor of Psychiatry（ 現Zucker School of 
Medicine at Hofstra）に就任、2013年4月より現職。
専門領域は、臨床精神薬理、情報通信技術や機械学習の精神科領域への応用等。

プロフィール

　精神科診療は互いの顔を見ながらの面接が診療の大きな比重を占めるため、いわゆるテレビ電
話を使った遠隔診療が利用しやすい診療科といえます。実際、医師が直接患者さんを診療するタ
イプの遠隔医療は皮膚科と精神科で最も普及しています。日本でも2015年頃より遠隔医療を活用
しようという政府の方針が打ち出されましたが、国内のエビデンスが不足していました。本研究
は、このような背景から複数の臨床研究を通じて遠隔で行う精神科医療の様々なデータを収集す
ること、また今後のデータの蓄積を通じて遠隔医療の効果が検証できるようなデータベースを構
築すること、さらには質の高い安全な遠隔医療が広まるよう医師向けの手引書を作ることを目標
にしました。本研究はJapanese Initiative for Diagnosis and Treatment Evaluation Research in 
Telepsychiatry (J-INTEREST)と名付けられ、2016-2017年度に行われました。
　J-INTERESTの成果から、遠隔医療が診断精度や治療効果、患者満足度等に関して、対面の通常
の診療に比して遜色なく、広く実用可能であることを示すことができました。手引書は研究年度
内に暫定版が完成、その後、改訂作業を経て最終版が2018年12月にリリースされました。2018年度
より一部の遠隔医療が「オンライン診療」として、保険診療としても認められることになり、今後、
広く国民に利用される医療形態に発展することが期待されます。
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レセプト等の大規模電子診療情報を活用した薬剤疫学
研究を含む医療パフォーマンス評価に関する研究

野田 龍也
奈良県立医科大学　医学部　公衆衛生学講座　講師

成果報告会 - 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業

福岡県生まれ。2001年に九州大学医学部医学科卒業後、同大学院を経て、2007年浜松医科大学健
康社会医学講座、2014年より現職。2015年よりナショナル・データベース（NDB）の分析に携わる。
専門は、疫学、公衆衛生学。学位・資格は、博士（医学）、社会医学系専門医・指導医、労働衛生コン
サルタント資格。

プロフィール

　NDB*は我が国の診療報酬請求書（レセプト）を匿名化して格納した「データのかたまり」である。
国民皆保険制度を有する1億2700万人の国の保険診療情報であるため、世界最大級の医療データで
あることは確実であり、世界初の臨床研究、臨床開発が可能になると考えられてきた。
　しかし、NDBには、「退院日情報が不明確」「個人IDが年間1～2割変化する」「外来受診と院外処
方の情報連結が困難」「医療機関や薬剤のコードが変化する」といった大量の課題が立ちはだかる
上、数億円規模の分析予算が必要となるという問題点があった。データが複雑すぎて分析にたど
り着けないのである。
　AMED今村班では、数多くの職種が一丸となって大量のNDB課題にひとつずつ対応するとも
に、コストダウンにも成功した（対応した課題の一部や参集した職種は抄録スライド参照）。
　通算2年の研究開発で、「NDBを使えるようにする」という研究班のミッションは十分に達成し、

「世界最大級のヘルスデータで日本発の健康産業を創出する」という真の目標も視野に入ってき
た。NDB技術開発は道半ばと自戒しているが、本発表では開発の成果と展望につきご説明する。

* レセプト情報・特定健診等情報データベース 」（National Database of Health Insurance Claims 
and Specific Health Checkups of Japan; NDB）
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臨床研究等 ICT 基盤構築・人工知能実装研究事業のご紹介

シンポジウム　医療情報基盤の二次利用を目指して

酒巻 哲夫
AMED ICT 関連事業　プログラムスーパーバイザー

　当事業は「臨床研究等ICT基盤構築研究事業」として平成27年度に「医療ビッグデータ等の標準
化等に関する研究」、「診療等データベース構築及び利活用に関する研究」および「医療ビッグデー
タ解析と人工知能による医療知能情報システム開発」の三つをテーマとし、医療情報の収集及び利
活用のための基盤整備や標準化等を中心課題として研究事業を開始いたしました。平成28年度か
らは「Medical Artsの創成に関する研究」をテーマとして追加、ICTやAI技術を活用した遠隔医療
や診断支援システム等、医薬品や医療機器の領域に縛られない「Medical Arts」の分野を研究支援
領域に加えました。
　平成29年度には「臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業」と改称して「画像データベー
ス構築及び人工知能実装に関する研究」を本格的に開始、画像関連6学会の連携を軸に世界に先駆
けた取り組みとして、画像等データベースの構築・拡大に取り組んでいます。
　このように当事業は、医療情報基盤の整備等をベースとして人工知能の利活用まで見据えた幅
広いテーマを扱っていますが、いずれのテーマにおいても医療情報基盤の二次利用を進めていく
にあたっては共通に理解していくべきと思われるトピックがあります。今回はその中でも、
　１）	 個人情報保護法を踏まえた医療情報の二次利用のあり方
　２）	「次世代医療基盤法」に期待するもの
　３）	 医療情報を外部提供するための倫理的技術的な課題
について造詣の深い先生方をお招きし、当事業の関連シンポジウムとしてご講演をいただきます。

講　演　概　要
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招待講演①
改正個人情報保護法を踏まえた医療情報の
研究利用について

シンポジウム　医療情報基盤の二次利用を目指して

古田 淳一
筑波大学 医学医療系　医療情報マネジメント学 講師

1998年　筑波大学医学専門学群卒業、筑波大学附属病院医員
2001年　国立がんセンター研究所発がん研究部リサーチレジデント
2006年　筑波大学臨床医学系皮膚科講師
2016年　厚生労働省大臣官房厚生科学課課長補佐
2018年　筑波大学医学医療系医療情報マネジメント学講師（現職）、
　　　　医学医療系医の倫理委員会委員長、附属病院医療情報経営戦略部副部長（兼任）、
　　　　厚生労働省大臣官房厚生科学課参与（医学研究等に関する倫理指針担当）（非常勤）
専門領域：皮膚科学、医療管理学

プロフィール

医学研究倫理の基本的原則として、世界医師会によるヘルシンキ宣言が広く受け入れられている。
この宣言では、プライバシーや個人情報の秘密を守ることも求めている。また、個人情報保護法等
は、ＯＥＣＤ８原則を踏まえ、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを
目的としている。人を対象とする医学研究に関する我が国の法的規制もこれらを踏まえて制定さ
れており、法で別に規定しているもの以外の大部分は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針」が適用される。医学研究で用いられる情報は要配慮個人情報のため、原則として、本人の同
意無しには取得も第三者提供もできないが、公衆衛生の向上に特に必要で同意困難な場合や学術
研究においては、指針を遵守しながら、個人情報保護法等の適用除外や例外規定により取り扱うこ
とが可能である。この講演では、まず、ヘルシンキ宣言と個人情報保護法等の枠組み、個人情報・
要配慮個人情報・匿名化の定義について解説する。次いで、医療で得られた情報を医学研究に利
活用するための手続きや考え方を明らかにするため、指針での原則を示した上で、どのような場合
に個人情報保護の例外的な取扱いが可能か、その場合にはどのような取扱いが必要となるかを解
説する。

講　演　概　要
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招待講演②
なぜ『次世代医療基盤法』か

シンポジウム　医療情報基盤の二次利用を目指して

田中 謙一
内閣官房 健康・医療戦略室 参事官

１９９４年４月に旧厚生省（現厚生労働省）に入省。その後、外務省在ドイツ日本国大使館一等書
記官（厚生担当）、社会保険診療報酬支払基金本部経営企画部長、桑名市副市長（特命）等を歴任し、
２０１８年７月より現職。

プロフィール

　平成３０年５月１１日、「医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律」
（平成２９年５月１２日法律第２８号）（以下「次世代医療基盤法」という。）が施行された。これは、
医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関し、匿名加工医療情報作成事業を行う
者の認定、医療情報及び匿名加工医療情報等の取扱いに関する規制等を定めることにより、健康・
医療に関する先端的研究開発及び新産業創出を促進し、もって健康長寿社会の形成に資すること
を目的とするものである。
　このような「次世代医療基盤法」に基づき、認定匿名加工医療情報作成事業者がデータ利活用基
盤として適切に機能するためには、医療情報の提供に関する本人・患者や医療情報取扱事業者の
理解を得ることが不可欠である。そのためには、自らが受けた治療や保健指導の内容や結果をデー
タとして研究・分析のために提供することにより、その成果が自らを含む国民全体のメリットと
して還元されることについて、国民の期待に応えるよう、認定匿名加工医療情報作成事業者が産学
官の多様な主体に提供する匿名加工医療情報の利活用により実現される多様な成果を健康・医療・
介護の現場、ひいては、本人・患者に還元していくことが重要である。
　これを踏まえ、なぜ「次世代医療基盤法」かについて、共通の理解を得た上で、その可能性及び関
係者に対する期待を示すこととしたい。

講　演　概　要
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【概要・位置づけ】
○ 医療情報取扱事業者による認定匿名加工医療情報作成事業者に対する医療情報の提供に関す

る部分に特化して分かりやすく一体的に示すもの
○ 医療情報取扱事業者による医療情報の提供、認定匿名加工医療情報作成事業者が医療情報の

提供を受ける際の確認、医療情報取扱事業者による医療情報の提供に係る記録の作成等につい
て、具体的な運用の在り方を記載

【ポイント】

１．医療情報取扱事業者による医療情報の提供
・医療情報の提供に係る事前の通知
最初の受診時に書面で行うことを基本。
本人との関係に応じて、より丁寧な形で通知を行うこと
は医療情報を提供する医療機関等の判断。

 16歳未満又は16歳以上で判断能力を有しない者の場合
は、保護者等に対しても通知。

・医療情報の提供停止の求め
受診時に口頭を含め医療機関等の窓口で可能。
いつでも医療情報の提供停止の求めが出来ることにつ
いて周知することを基本。

本人又はその遺族が提供停止を求めるのに必要な期間
をおかなければならない。（30日間を目安）

・主務大臣に対する届出
・書面の交付
・医療情報の提供に係る公表

２．医療情報の提供を受ける際の確認
医療情報の提供を受けるに際して、医療情報の取得の
経緯を確認しなければならない。

３．医療情報の提供に係る記録の作成等
・医療情報の提供に係る記録の作成
・記録の作成方法
医療情報の提供に係る記録は、医療情報の授受の都度、
速やかに作成しなければならない。
医療情報取扱事業者、認定匿名加工医療情報作成事業
者は互いの記録義務を代行して作成することができる。

・記録事項
（医療情報取扱事業者、認定匿名加工医療情報作
成事業者の記録事項、記録事項の省略、記録の
保存期間）

22

ガイドラインⅣ（医療情報の提供編）
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招待講演③
診療データの外部提供について - 医療情報管理部門の
立場から

シンポジウム　医療情報基盤の二次利用を目指して

黒田 知宏
京都大学医学部附属病院 医療情報企画部 教授

京都大学 教授、医学部附属病院 医療情報企画部長・病院長補佐、医学研究科 医学・医科学専攻 
医療情報学分野、情報学研究科 社会情報学専攻 医療情情報学講座。
94年京大・工・情報工学卒､ 98年 奈良先端大・情報了、博士（工学）。奈良先端大・情報・助手、京
大・病院・講師、阪大・基礎工・准教授等を経て、13年8月より現職。ヒューマンインタフェース、
医療情報学等の研究に従事。

プロフィール

　診療データは、臨床活動や医学研究にとって不可欠な情報であると同時に、個々の患者にとって
高度な個人情報である。個々の医療機関はその情報を安全に活用するため病院情報システムを整
備し、管理体制を整えている。一方、多施設共同でデータ収集を行うプロジェクトが増加する中、
病院情報システムとプロジェクト用情報システムとの接続を求めるプロジェクトが増加し、デー
タ外部提供を求められることが多くなった。しかし、個別プロジェクトごとに情報システムを構
築していたのでは、研究遂行のコストが大きくなるばかりで無く、医療機関の情報システム自身の
安全性を損なう可能性もある。
　日本医療情報学会では、AMEDの依頼の下、病院情報システムの安全性を損なうこと無くデー
タの外部提供を可能にするためのシステムのありようをガイドラインとして纏める作業を行っ
た。本講演では、ガイドラインに沿って、プロジェクト側・診療機関側の双方が、プロジェクト計
画段階、倫理申請段階、プロジェクト実施前、システム接続段階、プロジェクト終了時のそれぞれの
場面において、行うべき諸々の手続について示す。

講　演　概　要
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PHR・IoT の実装を目指して
シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

武藤 真祐
医療法人社団 鉄祐会 理事長

東大病院、三井記念病院にて循環器内科に従事後、宮内庁で侍医を務める。その後マッキンゼー・
アンド・カンパニーを経て、2010年医療法人社団鉄祐会を設立。2015年シンガポールでTetsuyu 
Healthcare Holdings Pte, Ltd. を設立。東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科臨床教授。日
本医療政策機構理事。一般財団法人アジア・パシフィック・イニシアティブ理事。東京大学医
学部卒業(MD)。 東京大学大学院医学系研究科博士課程修了(Ph.D.)。INSEAD Executive MBA。
Johns Hopkins MPH。

プロフィール

　PHR（Personal Health Record）とは、患者が自らの医療・健康情報を収集し、スマートフォンの
ようなデバイスを通じて一元的に保存・管理するしくみです。これらのデータを本人の意志に基
づき管理・流通・活用することで、本人の望む様々な健康増進のためのサービス提供をする取り
組みが行われています。また、モノのインターネット：ＩｏＴ（Internet of Things）技術により、
各種デバイスを通して個人の日常生活での様々な情報を取得することが可能となり、その中から
特に健康に係る情報をもとに個人の行動変容を促すことで、生活習慣病の予防や介護予防につな
げる試みが始まっています。
　このように、ＰＨＲやＩｏＴといった情報通信基盤・デバイス技術は、今後の国民の健康増進に
大いに寄与することが期待されますが、一方で研究開発が進むにつれ、そのような医療・健康サー
ビスをいかに的確かつ効果的に提供するか、また事業としてどう自立するか、といった様々な課題
が明らかになってきました。
　今回は、ＰＨＲやＩｏＴ技術を活用して健康増進を図ろうとしている企業健保組合や自治体、そ
してそれらをサービス事業として展開している事業体から講師の方々をお招きし、これまでの取
り組みについてご紹介いただくとともに日々の取り組みを通して感じた課題などをご講演いただ
きます。その後のパネルディスカッションでは、総務省と経済産業省からＰＨＲ・ＩｏＴを推進
されている方々をお招きし、講師の方々を交え意見交換をしていただきます。

パネルディスカッションにあたって

座長・ファシリテーター
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パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業、
IoT 等活用行動変容研究事業のご紹介

シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

田辺 里美
AMED ICT 関連事業　プログラムオフィサー　

「パーソナル・ヘルス・レコード（PHR）利活用研究事業」は、総務省予算を得て平成28年にAMED 
ICT関連事業のひとつとしてスタートいたしました。妊娠・出産・子育て、医療介護連携、介護予防、
生活習慣病重症化予防という4つのライフステージでPHRの有用性を検証する課題に加え、PHR
情報基盤の整備に係る課題を採択、実用化モデルの創出を目標に研究を進めてまいりました。
また、平成29年度には経済産業省所管事業「IoT等活用行動変容研究事業」において「モノのイン
ターネット」技術を活用した研究を開始、様々なIoTデバイスを通して行動変容を促すことによる、
生活習慣病重症化予防や介護予防等、健康増進への効果実証に努めています。

これらふたつの事業 - PHR事業とIoT事業は、情報通信技術や個人用デバイスを用いるなど基盤技
術や諸課題について共通点が多いと思われることから、研究課題の研究者が一堂に会する課題間
連携会議をこれまでにPHR事業単独で計2回、事業をまたいだPHR・IoT ２事業合同の連携会議を
１回、それぞれ開催してきました。これらの会議は課題研究者間の交流の場になるとともにPHR・
IoT研究分野での活発な意見交換を行う貴重な機会となり、一部の課題間で実際に開発研究の連携
が実現、またPHR・IoTの実装にあたっての様々な課題が議論され、共有されるに至りました。
その中でも特に「PHR・IoTをどう実装していくか」 - 参加者の継続意思をいかに維持するか、どの
ようなサービスで提供するか、また自立運営をどう図るか等々に話題が集まったことから、今回、
これをテーマとして関連する方々をお招きし、PHR事業とIoT事業の関連シンポジウムとして開
催するものです。

講　演　概　要
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話題提供①
パナソニック健康保険組合におけるICT 活用について

シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

朝日 若菜
パナソニック健康保険組合　健康開発センター

2000年大阪府立看護大学（現　大阪府立大学）卒業。同年パナソニック健康保険組合に入社。事業
場内健康管理室にて従業員約5千人の安全衛生・健康管理業務。2008年現所属にて健康づくり支
援業務。2012年の加入者Webサービス開設時より、企画開発と利用推進に携わり、現在に至る。
平成27年度「レセプト・健診情報等を活用したデータヘルスの推進事業」に参加。

専門領域：保健師、産業保健看護専門家、産業カウンセラー

プロフィール

当健康保険組合では、2012年8月より、加入者専用のWebサービスを開設し、健保加入者に医療費
情報や健診結果、日々の健康づくりに役立つ様々な健康情報を提供している。また、会社・労働組
合・健康保険組合の三位一体で行う健康づくり全体活動と連動した情報発信やコンテンツ提供を
行い、健保加入者の健康づくりの実践や習慣化を目指している。
現在、Webサービスの現役従業員の登録率は約80％となり、本講演では、我々が試行錯誤してきた
登録推進方法やログデータの活用方法に加え、健診データを基に作成した事業場健康ガイド表の
取り組みなど、ICTや健康データを活用した健康づくり活動の評価や効果検証について紹介する。

登録推進については、平成27年7月発行『事例に学ぶ効果的なデータヘルスの実践』に掲載の「ICT
による個別性の高い情報提供と事業場活動による健康意識向上の効果検証への活用」P.58-61も参
考にされたい。

講　演　概　要
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話題提供②
ICT/IoT 環境など地域特性を活かした地方創生
～健康経営都市の具現化を目指す取組み～

シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

黄瀬 信之
岩見沢市企画財政部 情報政策推進担当次長　

1990年　岩見沢市奉職
1993年　企画セクションにて地域情報化施策を担当
2011年　企業立地情報化推進室長
2018年　現職
　　　　総務省「地域情報化アドバイザー」就任

専門領域：地方自治におけるICT環境（基盤構築、利活用社会実装など）

プロフィール

　北海道岩見沢市では、少子高齢化や人口減少など地域が抱える課題解決に向け、地域特性である
ICT環境を用いた地方創生総合戦略を推進している。
　特に、ICTを用いた健康プログラムに関しては、国内自治体初となる「健康経営都市宣言」の認
定（平成28年6月）のもと、北海道大学COI「食と健康の達人」拠点プロジェクトに参画しながら、「ひ
ともまちも元気で健康」をテーマとした健康コミュニティ施策を網羅的に展開している。
例えば、企業や大学との連携を図りながら、PHRやEHRなど医療情報の横断的連携による健康予
報機能の開発を進めるとともに、IoT等活用行動変容研究事業「IoTセルフケアアプリを活用した
高血圧疾患の重症化予防を目指した研究」（北海道大学病院　平成30年8月～）では、市民や市内医
療機関（市立病院、クリニック等）の検証参加のもと、機能の具体化・社会実装に向けた取組みを推
進している。
　今回の報告会では、地域全体が「健康」や「生きがい」共感し合いながら、地域の持続性確保を目指
す岩見沢市の主な取組みについて、話題提供としてご紹介する。

講　演　概　要
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話題提供③
真に国民に普及できる行動変容支援ツールの実現に向けて
　～民間から医療を考える～

シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

八杉 綾香
株式会社ウィット あすけん事業部 医療事業担当部長　

ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社メディカルカンパニー（J&J）の企画営業を経て、米国
シカゴ大学MPP（公共政策修士）取得。その後、パレスチナの日本国大使館事務所にて複数の社会・
経済開発案件の立案とマネジメントに従事した後、再びJ&Jにて不整脈領域における新規市場開
拓プロジェクトのほか、全社をまたぐ社会貢献プログラムの改革をリード。退職後は企業の戦略
コンサルタント等を経て弊社に参画し、医療展開を統括。

専門領域：医療ビジネス、CSR、国際開発

プロフィール

　弊社が開発・運営する食生活改善アプリ「あすけん」は、2019年1月現在270万人を超える会員数
を有し、2007年のサービス開始から蓄積されてきた個人の喫食レコードは実に累計約十億件以上
に及んでいる。一般的に、食事記録、および食生活改善という試みは「続かない」ことが問題視され
ており、実際にアプリストアのヘルスケアカテゴリランキングにおいても、上位を占めるアプリは
運動関係が大半である。その中で唯一食事管理系として1年以上ランキング上位を保ち、無償～月
300円という比較的安価なサービスのみでビジネスとして自走できるほどの市場人気を有してい
ることは、おそらく意義深いといえるだろう。
　本演題では、こうした「あすけん」がもつ、喫食レコードといわれる1種のPHRの収集力、ビジネス
としての自走力、さらには、ここ1年間ほどで医療者や研究者にも活用が広まっている理由につい
て、考察する。具体的には、toC市場発のサービスゆえに有する徹底した消費者目線、および一般
的な人気アプリメーカーとしては少し異例なエビデンスへのこだわりを、背景因子として提示す
る。
　そのうえで最後に、現在弊社が研究分担機関として取り組んでいる「平成30年度IoT等活用行動
変容研究事業」を一事例として取り上げ、toC市場での人気アプリを、医療分野でのPHR収集・利
活用の効率的な実現に活かすという取り組みの利点、またその難しさや課題について、実際の経験
から得た学び等を共有する。

講　演　概　要
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パネルディスカッション  − 座長のご紹介
シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

増原 知宏
総務省　情報流通行政局 情報流通振興課　情報流通高度化推進室 課長補佐

２００７年４月総務省入省。和歌山県総務部総務管理局市町村課、総務省情報流通行政局地上放
送課デジタル放送受信者支援室、財務省大臣官房政策金融課、総務省総合通信基盤局電波部移動通
信課、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政課・電気通信技術システム課課長補佐、総
務省情報流通行政局放送政策課課長補佐、在マレーシア日本国大使館二等書記官／一等書記官を
経て、２０１８年６月より現職。

プロフィール

パネリストのご紹介

入江 奨
経済産業省　商務・サービスグループ　ヘルスケア産業課 課長補佐

2013年東京大学経済学部卒、2017年6月より現職。IoT活用行動変容促進事業をはじめヘルスケア
領域におけるデータ活用関連施策を担当し、民間活力を活用して医療分野のイノベーションを創
出するための環境整備を進める。特に、IoTを活用して収集した日常生活データを活用して、病院
外での状況を本人や医療専門職が把握することで、アウトカムの向上につなげる取組など、従来医
療分野で十分に活用されてこなかったデータの活用促進に取り組む。

プロフィール

武藤 真祐
医療法人社団 鉄祐会 理事長

田辺 里美
AMED ICT 関連事業　プログラムオフィサー
　

座長・ファシリテーター 座長
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シンポジウム　PHR・IoTの実装を目指して

朝日 若菜
パナソニック健康保険組合　健康開発センター

黄瀬 信之
北海道岩見沢市企画財政部　情報政策推進担当次長

八杉 綾香
株式会社ウィット　あすけん事業部　医療事業担当部長
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